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１．基本方針

1.1　背景・目的

港湾活動は、多様な主体のネットワークが機能することにより正常に活動が行われる

ものであり、地震・津波等の大規模災害時における港湾の機能復旧のためには、岸壁等

の港湾施設の応急復旧の他、関係する各種機関・組織間の連携体制の構築が必要である。

このため、徳島県の港湾では、港湾施設や堤防等の地震・津波対策を進めるとともに、

発災後における「経済活動の継続」や「地域社会の早期復興」に資するため、最低限の

物流機能を維持させるための計画策定を推進している（資料－２参照）。

大規模災害時における浅川港の機能継続計画（以下、「港湾ＢＣＰ（浅川港）」と称

する）は、大規模災害時の活動方針、関係機関との協力体制、対応計画や、それらを円

滑に進めるために必要な事前対策・訓練・改善方法などの計画を定めるものである。

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、地震とそれに伴う津波により、港

湾施設の物的被害のほか、各関係機関の被災により長期に渡り港湾機能を低下させ、我

が国におけるサプライチェーンが停滞するなど、社会的・経済的に大きな影響をもたら

した。

徳島県においては、南海トラフを震源とするマグニチュード８～９クラスの地震が高

い確率で発生することが予測（資料－１参照）されており、これによる大規模災害発生

の切迫度は徐々に高まっている。

港湾においても、東日本大震災の教訓を踏まえた各種のハード・ソフトの地震・津波

対策を実施するとともに、大規模災害に対する各種計画、ＢＣＰ（Business Continuity 

Plan）、協定等の間の整合性を図り、連携して大規模災害に対処するための取り組みが

求められている。

背景

目的

岩手県宮古市提供

東北地方太平洋沖地震による津波
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1.2　被害想定

   出典：「徳島県　設計津波の水位　平成25年3月29日　徳島県」　
図-1.2.1　二つのレベルの津波

南海トラフを震源とする地震とそれに伴う津波による大規模災害は、徳島県で最も甚

大な被害の発生が想定されているとともに、その発生確率が年々高まっており、他の事

象に比して切迫度や港湾関係者はもとより地域社会の関心も高く、また取り組むべき課

題も多い。このため、港湾ＢＣＰ（浅川港）においては、南海トラフを震源とする地震

とそれに伴う津波を想定事象とする。

なお、港湾ＢＣＰは、上記のような自然災害や、感染症のまん延、テロ等の事件、大

事故、突発的な港湾運営環境の変化など、港湾機能の低下を引き起こす原因となる各種

の事象を対象とすることができる。将来的には、浅川港において想定される各種の事象

に対して、それぞれの対応計画や事前対策を緊急度や影響が及ぶ範囲・程度を考慮の上

検討を行うものとする。

想定事象

東北地方太平洋沖地震・津波による甚大な津波浸水被害を受け、内閣府中央防災会議が、

「基本的に二つのレベルの津波を想定する必要がある」とした新しい津波対策の考え方を示

した。

港湾ＢＣＰにおいては、災害時にも最低限の物流機能を維持させることを目的としている

ことから、「住民避難を軸」とした最大クラスの津波（Ｌ２津波）ではなく、「地域経済の

確保」の観点から比較的発生頻度の高い津波（Ｌ１津波）を想定する。

なお、港湾の利用者や関係者の「命を守る」対策としては、最大クラスの津波（Ｌ２津

波）を対象としたハザードマップの活用や避難場所の確保等により、充分に避難を可能にす

るための取り組みが必要である。

想定津波レベル
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図-1.2.2　津波浸水想定（徳島県津波浸水予測調査、浅川港）

東南海・南海地震同時発生モデル(Ｍｗ8.6) 平成16年3月公表

【比較的発生頻度の高い津波(Ｌ１津波) Ｍｗ8.6 東南海・南海地震同時発生モデル】

・浅川港周辺の震度：６弱～６強

・津波浸水想定 ：図-1.2.2参照

・その他

「広域沈降」・・・地盤沈降が想定され、長期浸水の危険度が高い

「液状化等」・・・荷さばき地、野積み場、道路等で陥没・段差の恐れがある

「津波火災」・・・陸域及び海域津波漂流物の火災の恐れがある

「人命救助・遺体捜索」・・・人命救助・遺体捜索のための対応に時間を要する

「陸路の遮断」・・・地震・津波作用により各道路が通行不能になる

「停電」、「通信不能」、「上・下水道停止」 等

被害想定
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1.3　方針

図-1.3.1　港湾ＢＣＰの概念

図-1.3.2　将来的に目指す連携協働体制構築のイメージ

貨
物
（
旅
客
）
取
扱
能
力

時間軸

100％

港湾ＢＣＰの概念図
災害発生

○港湾ＢＣＰ

地震・津波等の大規模災害などが

発生しても、港湾物流機能の低下を

最小限に抑えるよう、 「災害時の対

応」や「平時の取り組み」について、

港湾関係者が合意し策定する計画で

ある。

港湾管理者

ＢＣＰ

企業(荷主)

ＢＣＰ

四国運輸局

ＢＣＰ
関係市町村

ＢＣＰ

電力通信業

ＢＣＰ

漁業関係

ＢＣＰ

船会社

ＢＣＰ

港湾関係

会社ＢＣＰ

海上保安部

ＢＣＰ

港湾ＢＣＰ（浅川港）

港湾ＢＣＰ（浅川港）において、大規模災害発生から応急復旧・救援物資輸送までの

活動は、地域防災計画、徳島県広域防災活動計画や資料－２～７に示す法律・計画・協

定等に基づき、浅川港の関係者が実施すべき内容を現時点の案として具体化したもので

ある。また、企業物流活動は、浅川港関係者のＢＣＰ等諸計画の策定状況に応じて関係

者間で調整を行い、具体的な活動計画となるよう今後継続的に検討を行うものとする。

港湾ＢＣＰ（浅川港）は、各種の事前対策、訓練の実施や改善に基づきＰＤＣＡサイ

クルを回すことにより実効性を高めるものとする。

港湾ＢＣＰ（浅川港）の基本方針は、南海トラフを震源とする地震とそれに伴う津波

が発生した場合に、二次災害の発生を抑制しつつ救援物資の海上輸送を確保し、当該港

湾が県南地域における「救助活動の拠点」となり「経済活動の継続や復旧・復興」に資

することを踏まえ、物資輸送の機能低下抑制を最優先に対応することとする。

港湾ＢＣＰの概念は図-1.3.1に示すとおりであり、浅川港においては将来的に図-

1.3.2に示す連携協働体制の構築を目指す。
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２．実施体制

表-2.1　協議会の構成

図-2.1　発災時情報伝達手段のイメージ

本港湾ＢＣＰによる大規模災害時の対応に関する「事前対策」や「訓練」、さらには

ＰＤＣＡの手法による港湾ＢＣＰ改訂等を検討する組織として、関係者による「大規模

災害時における浅川港の機能継続協議会」（以下、「協議会」という）を設置し、継続

的に運営していくこととする。協議会の構成を表-2.1に示す。

協議会会員は、図-2.1に示す方法により大規模災害時における各種情報を伝達・共有

し対処するものとする。

また、発災後の水域及び道路等の啓開活動は、図-2.2に示す系統図により行政と関係

団体・機関が連絡・調整を行い実施するものとする。

（会 　　員）

（アドバイザー）

（地域防災学）

（事業継続）

行政関係者

利用者（企業等）

学識経験者

・企業

・協会

・組合

等

企業等

デジタル簡易無線、

SNS等
（あらゆる手段）

行政関係

・国交省

・県

・市町村役場

等

防災行政無線等

（既存手段）

行政関係

・国交省

・県

・市町村役場

等

電話等

（通常手段）

・企業

・協会

・組合

等

企業等

電話等

（通常手段）

調整

電話等の復旧

電話等が

つながりにくい

発災

徳島県

事務局が周知

各機関同士で連絡

徳島県
無線

SNS等

事務局が連絡調整
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図-2.2　水域及び道路等啓開時の連絡系統図

四国地方整備局

港湾空港・危機管理課

四国地方整備局

小松島港湾・空港整備事務所

第五管区

海上保安本部

徳島海上保安部

交通課

徳島県

運輸政策課

【工事部門】

・(一社)日本埋立浚渫協会 四国支部
・四国港湾空港建設連合会

・(一社)日本海上起重技術協会 四国支部
・全国浚渫業協会 関西支部

【調査・測量・設計部門】

・(一社)日本潜水協会
・(一社)海洋調査協会
・(一社)港湾技術コンサルタンツ協会

包括協定団体

水域啓開

道路等啓開

※「緊急確保航路等航路啓開計画」の航路啓開体制に準拠

※「徳島県道路啓開計画（南海トラフ地震対策編）」の支援要請等連絡系統図に準拠
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３．分析・検討

〇平常時
浅川港における平常時の主たる取り扱い貨物は、海産物と砂・砂利・石材である。ま

た埠頭用地では、海域構造物を構築するためのブロック、函体等が製作され、-4m岸壁か

ら作業船により積み出しが行われている。

〇災害時
災害時における浅川港は、救助活動を行うための拠点港に指定されている（「徳島県

地域防災計画」）。また、南海トラフを震源とする地震が発生し、国の「南海トラフ地

震における具体的な応急対策活動に関する計画」（以下、「国の応急活動計画」と称す

る，図-3.1参照）が実施される場合には、浅川港は海上輸送拠点（受入港）となる。な

お、緊急の救援物資は、徳島小松島港から二次輸送（海上）され、浅川港において物資

の受け入れを行うことも想定される（図-3.2参照）。

また、「徳島県漁業版事業継続計画（県漁業版ＢＣＰ）」においては、”県南部にお

いては、「牟岐漁港」「浅川港」を核として、漁業の早期再開に向けた体制を整備”す

ることが基本方針の一つとして掲げられている。

〇代替手段
阿南市から浅川港への陸路の進出ルート（ルート⑥）は、資料－５に示すとおり国道

55号のみである。このため、当該進出ルートの経路中に重大な被害（落橋、斜面深層崩

壊による土砂堆積等）が生じた場合には、その応急復旧活動自体に多くの日数を要する

ことが想定されることから、陸路による浅川港被害状況把握のための人の移動、応急復

旧活動、救援物資輸送、あるいはその後の企業物流継続活動等が困難となる。したがっ

て、その際の海路及び浅川港の耐震強化岸壁を利用した人の移動・物資輸送は、重要な

代替手段となる。

一方、浅川港の港域あるいは耐震強化岸壁に船舶が進入・接岸できなくなる事態（大

型船、構造物による港口部閉鎖等）も可能性としては考えられる。その際の代替手段は、

耐震強化岸壁（-4m）を有し浅川港近傍にある牟岐漁港（第３種漁港）の代替利用を想定

する。

〇重要機能
想定事象の発生により、その影響が及ぶ対象者の範囲、代替輸送によるコストの増加、

港湾利用者の事業停止や流出の懸念、背後地域の社会的信頼性低下等の視点からの検討

により、当該港湾が県南地域における「救助活動の拠点」であるとともに「地域復旧・

復興の拠点」になることを踏まえ、「物資輸送機能」を浅川港における重要機能とする。

発災後の人命救助や避難者の生活に必要な緊急救援物資の海上輸送は、県南部の地理

的要因から特に重要であるため、港湾ＢＣＰ（浅川港）では必要な物量を目標到達時間

に輸送するための活動を中心に計画を策定する。また、緊急対応としての”人の輸送”

の重要性を認識し、その実行に向けた検討を行う。
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出典：「徳島県広域防災活動計画 平成30年3月　徳島県」

　 出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画」

図-3.1　国・徳島県の諸計画の関係

図-3.2　港湾を活用した広域的な緊急物資輸送ネットワークのイメージ
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４．対応計画

4.1　基本対応パターン

〇基本事項
大規模災害時における各種活動は、現状における施設（防波堤・防潮堤等）整備状況

を前提として、図-4.1.1に示す「各種活動の基本対応パターン」に則り実施する。また、

浅川港の重要機能、優先啓開水域等の位置及び各種活動の完了目標時間は、図-4.1.2に

示すとおり設定する。

地震・津波発生時には、安全な箇所への移動や防護処置等による避難行動により、身

の安全を確保する。その後、各機関・組織の定めに従い、連絡・通信手段の確保、安否

確認、参集、災害対策本部設置等の災害時の体制を構築するとともに、被災状況、現地

調査・応急復旧に供するための人員・資機材等に関する情報収集・連絡調整を行い、津

波警報解除後直ちに現地における活動を開始するための諸準備を行う。

現地活動は、二次災害防止のため津波警報解除後から開始するものとするが、港湾荷

役作業、港内外における船舶の航行・係留・作業等は、資料－６に示す徳島海上保安部

による勧告等処置の状況に応じて実施する。

〇目標設定
施設の復旧は、本復旧に先立つ応急復旧までを対象とし、陸域では耐震強化岸壁への

緊急車両の進入や荷役作業のための港湾道路、埠頭用地、岸壁等の啓開、段差・亀裂の

解消等、水域では救援物資輸送船が耐震強化岸壁まで航行し接岸するための最小限の航

路幅・水深の確保等を行う。

目標時間は、救援物資輸送活動の完了目標時間をまず設定し、それを達成するための

陸域及び海域における施設点検、応急復旧、物資受け入れ準備等個別の活動完了目標時

間をそれぞれ設定した。また、救援物資輸送活動完了以降の目標時間は、県漁業版ＢＣ

Ｐや実施可能性等を考慮し設定した。なお、各種活動の目標時間内完了を阻害する要因

は数多く想定されるが、本計画では下記の二要因による遅延時間を想定し、当該時間を

目標時間とともに図-4.1.1、4.1.2にそれぞれ示した。

１）想定遅延要因１【道路啓開の遅延】

・「広域移動ルート」、「被害が甚大な被災地内ルート」の概ねの啓開作業が遅延

し、それに伴い港湾区域内の陸上の応急復旧活動以降の工程が遅延する。

・想定遅延時間：72時間（資料－５に示す道路啓開目標時間[72時間]を参考引用）

２）想定遅延要因２【水域啓開の開始遅延】

・発災直後に浅川港の水域啓開にあたる船団（起重機船団、測量船等）が確保でき

ず、他港における緊急の水域啓開・障害物除去が完了した後、浅川港に回航し水

域の調査・啓開活動にあたることにより遅延する。

・想定遅延時間：72時間（他港の緊急啓開[60時間]＋回航・啓開準備等[12時間]）
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図-4.1.2　浅川港の重要機能等位置及び活動の目標設定

浅川港平面図

注）応急復旧・企業物流再開の時期及び水域啓開の優先順位等は、

被害・復旧状況に応じて臨機に対応する。

第
２
次
緊
急
輸
送
道
路

揚収物

仮収容

水域

浅川地区

[耐震強化岸壁]
(水深4.0m , L= 70m)

【水域啓開】：最優先で啓開する水域（１）

○浅川地区 耐震強化岸壁 に至る水域の

緊急啓開・障害物除去等の終了 ： 60時間以内

(132時間以内)

○浅川地区 耐震強化岸壁 に至る水域の

大型の障害物の除去等終了 ： １週間以内

浅川地区

[岸壁]
(水深2.0m, L=100m)

※1 目標時間(赤字)は、津波警報解除後の時間を示す。

※2 (  )内の時間(黒字)は、遅延想定の時間を示す。

優先啓開

水域(2)

【浅川地区 耐震強化岸壁】

○港湾施設点検終了 :  8時間以内

○耐震強化岸壁周辺の港湾施設の応急復旧終了 ： 60時間以内

(132時間以内)

○耐震強化岸壁への救援物資輸送船の受け入れ、

救援物資の荷役の開始 ： 60時間以内

(132時間以内)

○耐震強化岸壁から輸送拠点を経由し、

海陽町等の避難所に救援物資を届ける ： 84時間以内

(156時間以内)

(ピーク時救援物資取扱量：65.19トン/日[651.90*0.1])

○耐震強化岸壁における貨物等の取り扱い

の一部再開 ：１週間以内

【水域啓開】：優先的に啓開する水域(２)

○浅川地区-2.0m岸壁に至る水域の

大型の障害物の除去等終了 ： ２週間以内

【浅川地区 -2.0m岸壁】

○港湾施設点検終了 ： 60時間以内

○浅川地区-2.0m岸壁周辺の

港湾施設の応急復旧終了 ： ３ヶ月以内

優先啓開

水域(1)

揚収物

陸揚げ

ヤード
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4.2　重要機能継続のための活動

　　   出典：「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動の関する検討（平成29年6月23日）」

図-4.2.1　「国の応急活動計画」に基づく対応の判断基準

〇活動の基本
浅川港における重要機能は、「物資輸送機能」である。

港湾ＢＣＰ（浅川港）の想定事象による大規模災害発生時の重要機能継続のための各

種活動の概要を次頁以下に示す。

港湾ＢＣＰ（浅川港）は、四国地方整備局、徳島県、市町村の他、関係機関組織が連

携協働し、浅川港の重要機能を維持するための事前・事後活動に関する具体的な計画を

定めたものである。そのため、重要機能継続のための活動は、協議会を構成する機関組

織が主体的な役割を果たし目標達成に努めることを前提とした活動内容としている。

〇港湾施設管理移管の場合
港湾法の改正により、非常災害が発生した場合において港湾管理者（浅川港において

は徳島県）からの要請に基づき、国土交通大臣が港湾施設の管理を行うことができる制

度が創設された（資料－３参照）。この制度に基づく場合には、各活動の指揮・管理を

国に移管することになるが、以下に示す活動の内容や手順が基本となる。

〇「国の応急活動計画」発動の場合
「国の応急活動計画」は、図-4.2.1に示すように、最大クラスの地震・津波を対象と

した被害想定に基づいて作成された計画であり、当該計画が実施される場合には国の主

導により資料－７に示す各種の活動が展開される。救援物資の輸送に関しては、プッ

シュ型支援により海路では浅川港に物資が到着し、広域物資輸送拠点の「野外交流の郷

まぜの丘・南部防災館」まで輸送される。徳島県は、物資の荷卸し、配分、保管、「広

域物資輸送拠点」から市町村が設置する「地域内輸送拠点」までの配送を行い、市町村

は上記の配送、あるいは「地域内輸送拠点」から「避難所」までの末端輸送の体制整備

を民間の物流事業者の協力を得て実施する（「徳島県広域防災活動計画（平成30年3

月）」参照）。
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〇活動内容

（１）災害時の体制設置

１－１ ・各会員は、避難・安全確保を行った後、各機関・組織の定めに従い職員等の

安否確認を行い、情報の集計・整理を行う。

１－２ ・各会員は、通信等設備の確保に努め、各機関・組織の定めに従い、災害対策

組織（本部・支部）を設置する。

・職員等の安否や被害状況、災害対策組織の設置状況等について、使用可能な

あらゆる通信手段（電話、ＦＡＸ、電子メール、デジタル簡易無線、ＳＮＳ

等）により情報発信する。

・徳島県は、災害時における浅川港の管理体制について検討・決定する。

（状況に応じて国に協力を要請する。）

・徳島県は、各会員からの情報を集約し、会員に対して情報発信する。

（２）応急方策決定

２－１ ・津波警報解除前、各会員は、下記の情報により港湾と周辺部の施設・水域等

の被害状況を把握する。＜衛星・ヘリコプター・ＵＡＶ等による画像情報、

テレビ・ラジオ・ＳＮＳ等の報道情報、安全な陸上からの目視情報 等＞

・四国地方整備局、徳島県は、収集情報に基づき、津波警報解除後に行う調査、

応急復旧の重点箇所、手順等に関する対応策を検討する。また、各包括協定

団体に出動の打診を行うとともに、当該団体企業、船舶・機械等の状況報告

を要請する。

２－２ ・津波警報解除後、各会員は、管理する施設・設備等の点検と点検情報集約を

行い、情報発信する。（海域作業を伴う点検時には、徳島海上保安部より作

業許可を得る必要がある。）

２－３ ・四国地方整備局、徳島県は、土木事業者、海上運送事業者、代理店事業者、荷

主企業、陸上運送事業者、漁業協同組合等に対して、啓開・応急復旧に供する

ことができる要員・資機材の状況確認を要請する。（応急復旧作業員等、人員

の海上輸送が可能な船舶の情報収集を含む。）

・徳島県は、各会員からの情報を集約し、会員に対して情報発信する。

２－４ ・四国地方整備局、徳島県は、要員・資機材の状況を踏まえ、土木事業者と協議

し、応急復旧方策を検討・決定する。

・徳島県は、応急復旧方策について、会員に対して情報発信する。
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（３）応急復旧実施

３－１ ・徳島県は、土木事業者に対して陸域の啓開・応急復旧作業の実施を要請する。

・土木事業者は、応急復旧作業に必要な要員・資機材を調達・運搬する。

３－２ ・土木事業者は、陸域の応急復旧作業を実施する。

1)臨港道路、埠頭用地、岸壁エプロン部等の啓開

2)段差、陥没、亀裂等箇所への土砂・石材等の投入・均し

3)必要に応じた敷鉄板布設 等

・徳島県は、陸域の応急復旧作業の情報を集約し、

会員に対して情報発信する。

３－３ ・四国地方整備局、徳島県は、土木事業者に対し

て、水域の啓開・応急復旧作業の実施を要請す

る。（航路啓開は、徳島県が四国地方整備局の

「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海

上輸送継続計画」と調整を図る。）

３－４ ・土木事業者は、徳島海上保安部の作業許可を

得た後、水域の応急復旧作業を実施する。

1)漂流物を航行の支障にならない水域へ曳航

2)漂流物の漂流防止処置

3)揚収物仮収容水域への運搬

4)引き揚げ可能な物の揚収

5)沈降物の存在を示すブイ等設置 等

３－５ ・四国地方整備局、徳島県、徳島海上保安部は、

水域の応急復旧作業の状況を確認する。

1)水深確保状況、障害物の存在等に関する情報

として「緯度」、「経度」、「水深」の記録

を取得し、徳島海上保安部に報告する。

2)測深機器の調達が困難で、漁業関係者の協力

が得られる場合には、漁船、魚群探知機等を

活用し、優先啓開水域の水深確保状況の把握

に努める。

・徳島県は、水域の応急復旧作業の情報を会員に

対して情報発信する。

一般社団法人日本埋立浚渫協会 提供

一般社団法人日本埋立浚渫協会 提供

国土交通省 提供

一般社団法人全国建設業協会 提供

【陸域の啓開・応急復旧作業状況】

【水域の啓開・応急復旧作業状況】
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（４）救援物資輸送 [公共岸壁（耐震強化岸壁）]

４－１ ・徳島県の災害対策本部は、県内各所からの救援物資要請情報を集約する。

・徳島県は、「災害時における船舶による輸送等に関する協定」に基づき、海

上運送事業者に物資の海上輸送を要請する。

（救援物資の海上輸送は、徳島小松島港から浅川港への二次輸送となる可能

性がある。）

・海上運送事業者は、耐震強化岸壁使用許可を得る。

（必要に応じて、港内の水先案内、タグボートによる支援、代理店事業者へ

の上記諸手続実施等を要請する。）

・海上運送事業者は、救援物資の海上輸送計画を作成し、徳島運輸支局、徳島

県災害対策本部及び徳島海上保安部に提出する。

1)救援物資輸送船は、浅川港の耐震強化岸壁に接岸可能な小型貨物船を基本

想定の船舶とする。

2)小型貨物船による輸送が困難な場合には、大型の輸送船を浅川港沖合に停

泊させ、小型船、作業船等に瀬取りして運搬することも検討する。

４－２ ・四国地方整備局、徳島県、水域啓開実施

者は、船舶の着岸位置標識を設置する。

・徳島県は、民間事業者（事前協定締結）

に、船舶の着岸支援・荷役・仕分け作業

を要請する。

・徳島県の災害対策本部は、陸上運送事業

者に物資の陸上輸送を要請する。

４－３ ・民間事業者（事前協定締結）は、船舶の

着岸支援、物資の荷役・仕分け作業を実

施する。

４－４ ・耐震強化岸壁隣接の埠頭用地に仮置きさ

れた物資を、陸上運送事業者の運搬車両

に積込み、一次集積場まで運搬する。

【救援物資の荷下し状況】

国土交通省 提供

国土交通省 提供

（５）企業物流継続

５－１ ・各事業者は、船舶の着岸支援体制を構築する。

５－２ ・各事業者は、物資の荷役体制を構築する。

５－３ ・各事業者は、物資輸送船の物揚場（公共物揚場）利用に必要な諸手続を行う。

５－４ ・各事業者は、企業物流を実施する。
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〇手順と役割

表-4.2.1　浅川港の物資輸送の基本的な手順と役割

物資輸送対応（救援物資輸送、企業物流継続）は、表-4.2.1を基本として実施する。

凡例

：耐震強化岸壁

：耐震強化岸壁以外

※注１ 応急復旧・企業物流再開の時期及び水域啓開の優先順位等は、被害・復旧状況に応じて臨機に対応する。

※注２ 津波注意報発令中は、避難指示等の発表状況を考慮し、安全を確保できるエリア内において可能な範囲で作業を実施する。
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　作業船団の移動所要時間

　航路啓開の作業日数

＜参考 瀬戸内海側から太平洋側への作業船団の移動に要する所要時間＞

       図　瀬戸内海側から太平洋側への作業船団の移動に要する所要時間の試算結果

(作業船団＝６船団）

（作業船団＝９船団）

【高松港】

57海里

104海里

【高知港】

【徳島小松島港】

49海里

橘湾停泊

長浜港停泊

50海里 【今治港】

63海里
【宇和島港】

【宿毛湾港（片島）】

鳴門
海峡

87海里

104海里

明石
海峡

徳島小松島港
(100海里)

橘港
103海里

瀬戸内海の作業船が
太平洋側港湾へ移動

【橘港】

【長浜港】

作業船団の回航の試算条件

【東回り】 経由
回航
距離
（海里）

回航時間(時間)

曳航 自航

高松港→
徳島小松島港

鳴門 49 10 5

明石 100 20 10

高松港→
橘港

鳴門 57 11 6

明石 103 21 10

高松港→橘港
→高知港

鳴門 161 32 16

明石 207 41 21

【西回り】

今治港→
長浜港

豊後 50 10 5

今治港→長浜港
→宇和島港

豊後 113 23 11

今治港→長浜港
→宿毛湾港

豊後 137 27 14

・回航距離＝距離表（S59.2、海上保安庁）

・回航速度＝５ノット／時（曳航）、１０ノット／時(自航)（港湾土木請負工事積算基準の回航用引船の曳航時及び自航船の速力）

・運転時間＝12時間／日（日出から日没までの時間）を標準とし、移動日数を確認した。

表 作業船回航時間（曳航式、自航式）

・明石海峡、鳴門海峡、豊予海峡では津波
による海上流出物の影響により航行障害
をもたらし、回航時間が長引く可能性がある。

作業船団の回航の試算条件
・回航距離＝距離表（S59.2、海上保安庁）
・回航速度＝５ノット/時（曳航）、１０ノット/時(自航)（港湾土木請負工事積算基準の回航用引船の曳航時及び自航船の速力）
・運転時間＝12時間/日（日出から日没までの時間）を標準とし、移動日数を確認した。

■コラム

明石海峡、鳴門海峡では、津波による海上流出物の影響により航行障害をもた

らし、回航時間が長引く可能性がある。

出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画」
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５．事前対策

表-5.1　浅川港における事前対策検討事項

協議会は、大規模災害発生時における対応を迅速かつ的確に行うために、表-5.1に示す

各項目、具体的内容に関する事前対策を検討・実施する。

検討は、資機材・人員の想定必要量算出、現在調達可能な保有量と保管場所の把握、調

整・調達者及び実施者の選定等を行い、計画に反映する。

各検討事項は、資料編に示す「事前対策検討チェックリスト」により検討実施状況の確

認を行い、事前対策を立案する。

項　目 検討期間種別

通信手段の確保 ◎

発災時の代替拠点 〇

協議会会員の機関・組織ＢＣＰへの反映 〇

情報交換 〇

船舶航行 ◎

施設使用 ◎

海上輸送 ◎

流出物推定 ◎

水深確保状況把握 ◎

水域啓開方法 〇

揚収物処置方法 〇

船舶・機械・器具の確保 〇

被害状況推定 ◎

復旧レベル設定 ◎

実施の範囲・手順 ◎

作業人員・施工機械の確保 〇

資材確保 〇

救援物資輸送方式 ◎

人の輸送方法 ◎

実施体制 〇

設備・備品の確保 〇

陸上輸送との連携 〇

耐震強化岸壁の利用調整 □

燃料、電気設備の確保 □

港湾・漁港間の連携 □

検討項目種別 記号

Ⅰ ◎
Ⅱ 〇
Ⅲ □初期作成から６ヶ年　　　　　 〃

検討期間

凡　例

初期策定から２ヶ年を目途として検討を行う項目
初期策定から４ヶ年　　　　 　〃

企業物流継続

区分

水域啓開

陸域啓開
・

応急復旧

救援物資及び人の輸送

応急復旧方法

申請書類様式の事前作成

情報共有
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６．訓練

７．改善

表-6.1　浅川港で実施する訓練

表-7.1　協議会の開催・連絡体制更新の頻度

下記事項を目的として、表-6.1に示す訓練を定期的に実施する。

①当該港湾の利用実態や課題等について熟知すること

②知識として既に知っていることを実際に体験することにより身体感覚で覚えること

③手順化できない事項に対して適切な判断と意思決定を下せる能力を鍛えること

④港湾ＢＣＰを検証し改善すること

港湾ＢＣＰ（浅川港）は、協議会において図-7.1に示すＰＤＣＡの手法により継続的

に検討・訓練・検証・修正等を行う。協議会の開催、連絡体制の更新は、表-7.1に示す

頻度（時期）で実施する。

情報伝達訓練

応急復旧に関する訓練

救援物資輸送に関する訓練

耐震強化岸壁の利用・調整等に関する訓練

他の港湾ＢＣＰ、防災計画等との連携に関する訓練

訓練項目 頻　度

「５．事前対策」に
示す検討項目種別Ⅰ
が概ね完了した時期
に実施

上記訓練による想定
事象への対応力達成
状況を考慮し実施

全員協議会 年１回程度

・「５．事前対策」、「６．訓練」の
　実施状況の確認
・港湾ＢＣＰ(浅川港)の改定の承認
　等

個別
ワーキング

協議会により必要と認めら
れた場合

・「５．事前対策」、「６．訓練」の
　実施状況の確認（個別検討項目）

連絡体制の更新 － 異動、会員変更等の場合

項　目 頻度(時期) 備　考

協議会の開催

細別
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図-7.1　ＰＤＣＡ（計画・実施・評価・改善）手法による改善イメージ

①災害時の体制設置
○参 集 ○情報連絡体制の確保

・ 「港湾ＢＣＰ（浅川港）」の策定

④救援物資輸送活動
○耐震強化岸壁における救援物資輸

送船の受け入れ準備

○救援物資輸送船の着岸と荷役作業

等の実施

⑤企業物流継続活動
○荷役体制の構築

○貨物船の航行支援体制の構築

○港湾の運用が円滑に行われるような

体制の構築

応急復旧活動
②応急復旧方策の決定
○被災状況の確認（施設・荷役機械等）

○活用可能な施設、資機材を把握

○応急復旧作業目標を設定

③応急復旧の実施
○要員、資機材の調達

○水域・陸域の啓開

○施設の応急復旧

発災時における活動フロー

Ｐｌａｎ

発 災

Ａct
・港湾ＢＣＰ改訂の
必要性を検討 Ｃｈｅｃｋ

・訓練結果の検証
・他の港湾ＢＣＰとの
整合性の検証

Ｄｏ
・訓練の実施

・応援協定等の締結

訓練状況

浅川港の機能回復イメージ

浅川港の能力推移

耐震強化岸壁

（浅川地区）

その他の物揚場

３月
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